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※ 当社は、以下のとおり投資家向け説明会を開催します。この説明会で使用する資料等につきまし

ては、決算発表と同時に当社ウェブサイトにて掲載します。 

・平成 29 年 11 月 10 日（金）・・・・・・機関投資家・アナリスト向け決算説明会 

 

※ 上記説明会のほかにも、個人投資家向けに適宜、事業・業績に関する説明会を開催しています。

開催の予定等につきましては、当社ウェブサイトをご確認ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報                    

ＪＸホールディングス株式会社と東燃ゼネラル石油株式会社は、平成29年４月１日付で経営統合し、

ＪＸＴＧホールディングス株式会社となりました。 

 

（１）経営成績に関する説明 

全般 

当第２四半期連結累計期間（平成 29 年４月１日～平成 29 年９月 30 日）においては、米国及び欧州

における雇用情勢の改善から個人消費が底堅く推移し、また、景気が減速していた中国に持ち直しの

動きがみられ、世界経済は全体として緩やかな回復が続いています。 

わが国経済については、企業収益の改善を背景として、緩やかな回復基調が継続しました。 

同期間における原油価格（ドバイ原油）は、期初の１バーレル当たり 52 ドルから、一部産油国にお

ける増産の動き等から 44 ドルまで下落しましたが、その後上昇に転じ、期末には 55 ドルとなりまし

た。期平均では前年同期比７ドル高の 50 ドルとなりました。 

銅の国際価格（ＬＭＥ〔ロンドン金属取引所〕価格）は、期初の１ポンド当たり 264 セントから、

一時、248 セントまで下落しましたが、中国経済が堅調さを維持していることから需要増が期待され、

期末は 294 セント、期平均では前年同期比 56 セント高の 272 セントとなりました。 

円の対米ドル相場は、期初の 111 円を挟んで小幅な値動きを繰り返し、期末は 113 円、期平均では

前年同期比６円円安の 111 円となりました。 

こうした状況のもと、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、本年４月１日の経営統合による事

業規模拡大のほか、前年同期に比べ、原油価格の上昇に伴う石油製品販売価格及び金属価格の上昇等

により、売上高は前年同期比 49.9％増の４兆 6,846 億円となり、営業利益は 1,954 億円（前年同期は

768 億円）となりました。また、在庫影響（総平均法及び簿価切下げによる棚卸資産の評価が売上原

価に与える影響）を除いた営業利益相当額は、2,194 億円（前年同期は 686 億円）となりました。 

金融収益と金融費用の純額 136 億円を差し引いた結果、税引前四半期利益は 1,818 億円（前年同期

は 781 億円）となり、法人所得税費用 486 億円を差し引き、四半期利益は 1,332 億円（前年同期は 475

億円）となりました。 

なお、四半期利益の内訳は、親会社の所有者に帰属する四半期利益が 1,233 億円、非支配持分に帰

属する四半期利益が 98 億円となりました。 

 

東燃ゼネラル石油株式会社の前年同期の連結業績を合算した数値との比較については、以下のとお

りです。 

売上高は前年同期比 12.6％増の４兆 6,846 億円、営業利益は 1,954 億円（前年同期は 1,186 億円）、

在庫影響を除いた営業利益相当額は 2,194 億円（前年同期は 926 億円）となりました。 

 

セグメント別の概況は、次のとおりです。 

 

エネルギー 

石油製品事業については、国内石油製品需要は自動車の低燃費化や電力の燃料転換などの構造的な

変化に加え、原発再稼働の影響もあって減少しました。また、石油製品市況は国内、海外ともに改善

しました。 

石油化学製品事業については、前年同期に比べパラキシレン市況は悪化したものの、ベンゼン市況

[参考] 
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は堅調に推移しました。 

また、期中の原油価格の下落を主因として、在庫影響による会計上の損失が 254 億円発生しました。 

こうした状況のもと、エネルギー事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は前年同期比

59.9％増の３兆 9,476 億円、営業利益は 1,357 億円（前年同期は 515 億円）となり、在庫影響を除い

た営業利益相当額は 1,611 億円（前年同期は 416 億円）となりました。 

［石油・石油化学製品の生産・供給体制の再構築について］ 

平成 31 年３月末をもって、室蘭製造所での石油製品および石油化学製品の生産を停止し、同年４月

より、石油製品の物流拠点として事業を再構築（以下、「事業所化」）することを決定しました。 

国内石油製品の需要減退や国際競争の激化など、石油業界を取り巻く環境が厳しさを増す中、統合

以降、製油所・製造所の新たな最適生産・供給体制について検討を重ねた結果、室蘭製造所の事業所

化が必要であるとの結論に至りました。 

今後も北海道を中心とした石油製品の安定供給に向け、万全の体制を構築します。 

 

東燃ゼネラル石油株式会社の前年同期の連結業績を合算した数値との比較については、以下のとお

りです。 

売上高は前年同期比 12.6％増の３兆 9,476 億円、営業利益は 1,357 億円（前年同期は 933 億円）、

在庫影響を除いた営業利益相当額は 1,611 億円（前年同期は 656 億円）となりました。 

 

石油・天然ガス開発 

原油及び天然ガスの生産については、新規に生産を開始したプロジェクトの貢献があったものの、

その他の油田・ガス田の自然減退などの影響により前年同期に比べ減少しました。原油及び天然ガス

の販売価格は、原油市況を反映し前年同期に比べ上昇しました。 

開発・生産事業については、平成 29 年４月に、米国テキサス州において推進する原油増産プロジェ

クトにおいて、ＣＯ２を用いたＥＯＲ（Enhanced Oil Recovery：石油増進回収）による原油の増産を

開始しました。同年５月には、オペレーターとして権益を保有するマレーシア・サラワク州沖ＳＫ10

鉱区のラヤン油ガス田において、ガスの商業生産を開始しました。 

現在当事業では、低油価に耐えられる強靭な体質を構築し持続的な成長を実現するため、中期経営

計画に基づき、選択と集中の徹底と投資規模の最適化に鋭意取り組んでおり、その一環として平成 29

年７月、北海の 30/3aＵＰＰＥＲ鉱区に位置するブレイン（Blane）油田に保有する全権益（17.07%）

を、フェローペトロリアム（Faroe Petroleum(U.K.)Limited）に売却することにつき合意しました。 

こうした状況のもと、石油・天然ガス開発事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は前年

同期比 18.3％増の 718 億円、営業利益は 79 億円（前年同期は 42 億円の営業損失）となりました。 

 

金属 

資源開発事業については、銅価が前年同期に比べ上昇したことなどから、前年同期に比べ損益が改

善しました。なお、チリのカセロネス銅鉱山においては、冬季である平成 29 年５月に、豪雪及び強風

により約 20 日間操業を停止しました。前年に引き続きコンサルティングファームの支援も得て、生産

成績の改善やコスト削減に努めています。 

銅製錬事業については、電気銅価格（銅建値）は、円安の影響及び銅のＬＭＥ価格上昇により前年

同期を上回る水準となりました。電気銅の販売量は輸出の減少を主因に前年同期に比べ減少しました。

また、銅鉱石の買鉱条件は前年同期に比べて悪化したものの、硫酸の販売価格は輸出市況改善に伴い

[参考] 
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上昇しました。 

電材加工事業については、各製品の販売量は、スマートフォン・サーバー向け等のＩＴ分野での需

要拡大を主因に、概ね前年同期を上回りました。 

環境リサイクル事業については、リサイクル原料の集荷量は、集荷競争激化による影響を主因に、

前年同期に比べ減少しました。 

チタン事業については、各製品の販売量は総じて前年同期に比べ増加しました。 

こうした状況のもと、金属事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は前年同期比 11.4％増

の 4,509 億円、営業利益は 282 億円（前年同期は 50 億円）となりました。 

 

その他 

その他の事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は前年同期比 11.1％増の 2,427 億円、営

業利益は 192 億円（前年同期は 199 億円）となりました。 

建設事業については、設備投資は持ち直し、公共投資も堅調に推移しているものの、労務需給や原

材料価格等の動向に注意を要するなど、引き続き厳しい経営環境が続いています。こうした状況下、

技術の優位性を活かした受注活動やアスファルト合材などの製品販売の強化に努めるとともに、コス

ト削減・業務効率化に努めています。 

 

上記各セグメント別の売上高には、セグメント間の内部売上高 284 億円（前年同期は 269 億円）が

含まれています。 

 

（２）財政状態に関する説明 
 

① 資産   当第２四半期末における資産合計は、前期末比１兆 5,802 億円増加の 8兆 3,731 億円と 

なりました。 

② 負債   当第２四半期末における負債合計は、前期末比 9,491 億円増加の 5 兆 6,017 億円となり 

ました。有利子負債残高は、前期末比 1,293 億円増加の 2 兆 5,620 億円となりました。 

③ 資本   当第２四半期末における資本合計は、前期末比 6,311 億円増加の 2 兆 7,714 億円となり 

ました。 

なお、親会社所有者帰属持分比率は前期末比 2.8 ポイント上昇し 27.9％、１株当たり親会社の所

有者帰属持分は前期末比 3.30 円減少の 683.34 円、ネットＤ／Ｅレシオ（ネット・デット・エクイ

ティ・レシオ）は前期末比 0.17 ポイント改善し 0.80 倍（資本合計ベース）となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

前回（平成 29 年５月 12 日）発表した、通期の連結業績予想を修正します。なお、本連結業績予想

は、通期平均で、円の対米ドル相場;111 円（10 月以降 110 円）、原油価格（ドバイ原油）;１バーレ

ル当たり 50 ドル（10 月以降 50 ドル）、銅の国際価格（ＬＭＥ価格）;１ポンド当たり 281 セント（10

月以降 290 セント）を前提としています。（前回予想：円の対米ドル相場;110 円、原油価格;１バー

レル当たり 50 ドル、銅の国際価格;１ポンド当たり 250 セント） 

売上高は 10 兆円（前回予想 10 兆円）、また、石油製品のマージンの改善、銅価上昇等により、営業

利益は 4,000 億円（前回予想比 500 億円の増益）、税引前利益は 3,750 億円（前回予想比 500 億円の

増益）、親会社の所有者に帰属する当期利益は 2,500 億円（前回予想比 500 億円の増益）となる見通し
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です。 

なお、この連結業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいています。実際

の業績は様々な要因により予想数値とは異なる結果となる可能性があります。 

配当については、当四半期においては、前回予想（年間配当 18 円／株〔中間配当９円／株、期末

配当９円／株〕）からの修正はありません。 
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２．企業集団の状況 

１．当四半期決算に関する定性的情報に記載のとおり、ＪＸホールディングス株式会社と東燃ゼネ

ラル石油株式会社は、平成 29 年４月１日付で経営統合し、ＪＸＴＧホールディングス株式会社となり

ました。これにより、エネルギーセグメントにおいて主要な関係会社が増加しています。企業集団の

状況を図示すると、次のとおりです。 

  

中核事業会社 中核事業会社

石油の精製及び石油製品の加工・販売並びに 非鉄金属製品及び電材加工製品の製造・販売
石油化学製品等の製造・販売 並びに非鉄金属リサイクル

非鉄金属製品の製造・販売

※　LS-Nikko Copper Inc.

非鉄金属資源の開発・採掘及び鉱山への投融資
原油・石油製品の貯蔵及び輸送 SCM Minera Lumina Copper Chile

※　Minera Los Pelambres
※　Japan Collahuasi Resources B.V.
※ 、

※
※ 電材加工製品の製造・販売

JX Nippon Mining & Metals
海外における石油製品の製造・販売 Philippines, Inc.
JX Nippon Oil & Energy USA Inc.
JX Nippon Oil & Energy Asia Pte. Ltd.

石炭採掘・販売会社への投融資
JX Nippon Oil & Energy 電材加工製品の製造・販売及び非鉄金属

(Australia) Pty. Ltd. リサイクル原料の集荷

石油製品等の販売
非鉄金属リサイクル及び産業廃棄物処理

非鉄金属製品等の船舶運送
※

チタンの製造・販売
ＬＰガス製品の販売

発電及び電力の供給

ＬＮＧ開発会社への出資 道路工事、土木工事及び石油関連設備等の
Nippon Oil Finance（Netherlands）B.V.　 設計・建設

自動車関連用品の販売、リース業等

電線、ケーブルの製造・販売

陸上運送
※

中核事業会社

不動産の売買、賃貸借及び管理

石油・天然ガスの探鉱・開発及び生産 財務関係業務の受託

経理業務及び給与･福利厚生業務の受託

調査、研究、評価、企画立案及び
 JX Nippon Exploration and コンサルティング業務

Production （U.K.） Ltd.
Mocal Energy Ltd.
Merlin Petroleum Company

※印は持分法適用関連会社、共同支配事業及び共同支配企業です。
(株)

※ ア ブ ダ ビ 石 油
※ 合 同 石 油 開 発

(株)Ｊ Ｘ リ サ ー チ

(株)

(株)
Ｊ Ｘ マ レ ー シ ア 石 油 開 発
Ｊ Ｘ サ ラ ワ ク 石 油 開 発

(株)

(株)
日 石 ベ ラ ウ 石 油 開 発
Ｊ Ｘ ミ ャ ン マ ー 石 油 開 発

(株)

Ｅ Ｎ Ｅ Ｏ Ｓ フ ロ ン テ ィ ア
Ｅ Ｎ Ｅ Ｏ Ｓ ウ イ ン グ

Ｅ Ｎ Ｅ Ｏ Ｓ サ ン エ ナ ジ ー
ジ ェ イ ・ ク エ ス ト

(株)

(株)

(株)

(株)

Ｎ Ｕ Ｃ

東 燃 化 学
鹿 島 石 油

台 湾 日 鉱 金 属 股 份 有 限 公 司

日 鉱 金 属 （ 蘇 州 ） 有 限 公 司

JX Nippon Mining & Metals USA, Inc.

(株)

(株)
Ｊ Ｘ オ ー シ ャ ン

(同)

和 歌 山 石 油 精 製 (株)

(株)

Ｊ Ｘ 喜 入 石 油 基 地

鹿 島 ア ロ マ テ ィ ッ ク ス (株)

(株)Ｊ Ｘ Ａ Ｎ Ｃ Ｉ

(株)

ＪＸＴＧホールディングス㈱

エネルギー 金属

ＪＸＴＧエネルギー㈱ ＪＸ金属㈱

Ｊ Ｘ Ｔ Ｇ エ ネ ル ギ ー (株) (株)

(株)

(株)

(株)

(株)

Ｊ Ｘ 金 属
Ｊ Ｘ 金 属 商 事

パ ン パ シ フ ィ ッ ク ・ カ ッ パ ー
日 比 共 同 製 錬

日 本 グ ロ ー バ ル タ ン カ ー
(株)

(株)
昭 和 日 タ ン
日 本 石 油 輸 送

(株)※ 大 阪 国 際 石 油 精 製

(株)

(株)
Ｊ Ｘ 石 油 開 発
日 本 ベ ト ナ ム 石 油

(株)

(株)
中 央 石 油 販 売
Ｊ Ｘ リ テ ー ル サ ー ビ ス

(株)Ｅ Ｎ Ｅ Ｏ Ｓ グ ロ ー ブ

ＪＸ石油開発㈱

石油・天然ガス開発

(株) ジ ャ パ ン ガ ス エ ナ ジ ー

(株)※ 川 崎 天 然 ガ ス 発 電

(株)Ｊ Ｘ ト レ ー デ ィ ン グ

(株)ＪＸ金属プレシジョンテクノロジー

(株)Ｊ Ｘ 金 属 環 境

(株)日 本 マ リ ン

※ JECO 2 LTD(株)ジ ェ コ

(株)
大 日 本 土 木
Ｊ Ｘ エ ン ジ ニ ア リ ン グ

(株)※ タ ツ タ 電 線

(株)東 邦 チ タ ニ ウ ム

(株) Ｎ Ｉ Ｐ Ｐ Ｏ
(株)

その他

(株) 丸 運

(株)

(株)

(株)

Ｊ Ｘ 不 動 産

Ｊ Ｘ フ ァ イ ナ ン ス

Ｊ Ｘ ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス
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３．要約四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）要約四半期連結財政状態計算書

      （単位：百万円） 

   
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成29年９月30日） 

資産      

流動資産      

現金及び現金同等物   349,007 354,426

営業債権及びその他の債権   1,060,884 1,242,661

棚卸資産   1,130,400 1,473,538

その他の金融資産   46,289 57,811

その他の流動資産   105,450 107,263

小計   2,692,030 3,235,699

売却目的保有資産   23,747 5,502

流動資産合計   2,715,777 3,241,201

       

非流動資産      

有形固定資産   2,988,736 3,573,727

のれん   17,061 177,216

無形資産   50,987 337,342

持分法で会計処理されている投資   392,269 419,216

その他の金融資産   454,943 485,351

その他の非流動資産   6,590 7,324

繰延税金資産   166,529 131,703

非流動資産合計   4,077,115 5,131,879

資産合計   6,792,892 8,373,080
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      （単位：百万円）

   
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成29年９月30日） 

負債      

流動負債      

営業債務及びその他の債務   1,304,355 1,773,976

社債及び借入金   862,609 821,482

未払法人所得税   33,633 45,399

その他の金融負債   19,941 26,053

引当金   6,168 16,427

その他の流動負債   355,409 402,128

小計   2,582,115 3,085,465

売却目的保有資産に直接関連する負債   16,423 1,091

流動負債合計   2,598,538 3,086,556

非流動負債      

社債及び借入金   1,570,071 1,740,496

退職給付に係る負債   133,096 287,267

その他の金融負債   27,289 28,032

引当金   141,702 151,398

その他の非流動負債   79,266 93,381

繰延税金負債   102,642 214,582

非流動負債合計   2,054,066 2,515,156

負債合計   4,652,604 5,601,712

       

資本      

資本金   100,000 100,000

資本剰余金   751,556 1,253,161

利益剰余金   697,009 807,500

自己株式   △3,990 △4,707

その他の資本の構成要素   162,619 178,559

親会社の所有者に帰属する持分合計   1,707,194 2,334,513

非支配持分   433,094 436,855

資本合計   2,140,288 2,771,368

負債及び資本合計   6,792,892 8,373,080
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（２）要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書

（要約四半期連結損益計算書）

      （単位：百万円） 

   
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日) 

売上高   3,125,639 4,684,562

売上原価   2,763,739 4,144,495

売上総利益   361,900 540,067

販売費及び一般管理費   304,017 369,808

持分法による投資利益   17,343 25,460

その他の収益   27,391 25,620

その他の費用   25,788 25,976

営業利益   76,829 195,363

金融収益   13,888 2,163

金融費用   12,666 15,752

税引前四半期利益   78,051 181,774

法人所得税費用   30,572 48,606

四半期利益   47,479 133,168

       

四半期利益の帰属      

親会社の所有者   44,864 123,329

非支配持分   2,615 9,839

四半期利益   47,479 133,168

       

      （単位：円） 

基本的１株当たり四半期利益   18.04 36.09

希薄化後１株当たり四半期利益   18.04 36.09
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（要約四半期連結包括利益計算書）

      （単位：百万円） 

   
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日) 

四半期利益   47,479 133,168

       

その他の包括利益      

純損益に振り替えられることのない項目      

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融
資産 

  △15,129 14,669

確定給付制度の再測定   858 7,497

持分法適用会社におけるその他の包括利益   △181 2

合計   △14,452 22,168

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

在外営業活動体の為替換算差額   △104,821 3,936

キャッシュ・フロー・ヘッジ   1,609 △2,010

持分法適用会社におけるその他の包括利益   △31,947 △1,640

合計   △135,159 286

その他の包括利益合計   △149,611 22,454

四半期包括利益   △102,132 155,622

       

四半期包括利益の帰属      

親会社の所有者   △83,070 145,203

非支配持分   △19,062 10,419

四半期包括利益   △102,132 155,622
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（３）要約四半期連結持分変動計算書

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 
 

  （単位：百万円） 

    資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

その他の資本の構成要素 
その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する

金融資産 

キャッシュ 
・フロー・ 

ヘッジ 

平成28年４月１日残高   100,000 748,489 576,003 △3,959 94,296 △24,699 
四半期利益   - - 44,864 - - - 
その他の包括利益   - - - - △14,714 △767 

四半期包括利益合計   - - 44,864 - △14,714 △767 

自己株式の取得   - - - △12 - - 
剰余金の配当   - - △19,918 - - - 

非支配持分の取得   - - - - - - 

利益剰余金への振替   - - 751 - 141 - 

非金融資産への振替   - - - - - 648 
その他の増減   - 162 - - △5 - 

所有者との取引額合計   - 162 △19,167 △12 136 648 

平成28年９月30日残高   100,000 748,651 601,700 △3,971 79,718 △24,818 
 

    

その他の資本の構成要素 
親会社の所有者
に帰属する持分

合計 
非支配持分 資本合計 在外営業活動体

の為替換算差額 
確定給付制度の

再測定 
合計 

平成28年４月１日残高   92,947 - 162,544 1,583,077 444,930 2,028,007 

四半期利益   - - - 44,864 2,615 47,479 
その他の包括利益   △113,345 892 △127,934 △127,934 △21,677 △149,611 

四半期包括利益合計   △113,345 892 △127,934 △83,070 △19,062 △102,132 

自己株式の取得   - - - △12 - △12 
剰余金の配当   - - - △19,918 △6,075 △25,993 
非支配持分の取得   - - - - 2,377 2,377 

利益剰余金への振替   - △892 △751 - - - 

非金融資産への振替   - - 648 648 △1,419 △771 

その他の増減   △9 - △14 148 △186 △38 

所有者との取引額合計   △9 △892 △117 △19,134 △5,303 △24,437 

平成28年９月30日残高   △20,407 - 34,493 1,480,873 420,565 1,901,438 
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当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

  （単位：百万円） 

    資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

その他の資本の構成要素 
その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する

金融資産 

キャッシュ 
・フロー・ 

ヘッジ 

平成29年４月１日残高   100,000 751,556 697,009 △3,990 114,729 △16,436 

四半期利益   - - 123,329 - - - 
その他の包括利益   - - - - 13,635 △815 

四半期包括利益合計   - - 123,329 - 13,635 △815 

自己株式の取得   - - - △717 - - 
剰余金の配当   - - △19,918 - - - 
株式報酬取引   - 57 - - - - 

非支配株主との資本取引等   - 159 - - - - 

利益剰余金への振替   - - 7,080 - 430 - 

非金融資産への振替   - - - - - 1,145 
企業結合による変動   - 501,389 - - - - 

所有者との取引額合計   - 501,605 △12,838 △717 430 1,145 

平成29年９月30日残高   100,000 1,253,161 807,500 △4,707 128,794 △16,106 
 

    

その他の資本の構成要素 
親会社の所有者
に帰属する持分

合計 
非支配持分 資本合計 在外営業活動体

の為替換算差額 
確定給付制度の

再測定 
合計 

平成29年４月１日残高   64,326 - 162,619 1,707,194 433,094 2,140,288 

四半期利益   - - - 123,329 9,839 133,168 
その他の包括利益   1,544 7,510 21,874 21,874 580 22,454 

四半期包括利益合計   1,544 7,510 21,874 145,203 10,419 155,622 

自己株式の取得   - - - △717 - △717 
剰余金の配当   - - - △19,918 △9,767 △29,685 
株式報酬取引   - - - 57 - 57 

非支配株主との資本取引等   1 - 1 160 3,366 3,526 

利益剰余金への振替   - △7,510 △7,080 - - - 

非金融資産への振替   - - 1,145 1,145 △257 888 
企業結合による変動   - - - 501,389 - 501,389 

所有者との取引額合計   1 △7,510 △5,934 482,116 △6,658 475,458 

平成29年９月30日残高   65,871 - 178,559 2,334,513 436,855 2,771,368 
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（４）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

    （継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

    （資本及びその他の資本項目）

 東燃ゼネラル石油株式会社との経営統合における株式交換により普通株式931,431千株を発行し、資本剰余金が

 501,389百万円増加しました。

    （株式に基づく報酬）

 当第２四半期より、当社及び中核事業会社３社の取締役（社外取締役及び国外居住者を除く）及び取締役を兼

 務しない執行役員（国外居住者を除く）を対象とする株式報酬制度を導入し、持分決済型の役員報酬ＢＩＰ

 (Board Incentive Plan)信託を採用しました。受領したサービスの対価は付与日における当社株式の公正価値

 で測定しており、権利確定期間にわたり費用として認識し、同額を資本の増加として認識しています。

    （セグメント情報）

報告セグメントごとの売上高、利益又は損失及びその他の項目

前第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年９月30日）

（単位：百万円）

売上高

外部顧客への売上高 2,464,543 60,646 403,658 2,928,847 196,792 -          3,125,639

セグメント間の内部売上高
又は振替高（注１） 4,125 - 1,126 5,251 21,630 △26,881 - 

計 2,468,668 60,646 404,784 2,934,098 218,422 △26,881 3,125,639

51,484 △4,204 4,971 52,251 19,877 4,701 76,829

金融収益 13,888

金融費用 12,666

78,051

（注） １．報告セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいています。

　　 　２．セグメント利益又は損失は、要約四半期連結損益計算書における営業利益で表示しています。

 　　　３．セグメント利益又は損失の調整額4,701百万円には、各報告セグメント及び「その他」の区分に配分していない

 　　　　　全社収益・全社費用の純額4,272百万円が含まれています。

当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年９月30日）

（単位：百万円）

売上高

外部顧客への売上高 3,945,264 71,762 450,034 4,467,060 217,502 -          4,684,562

セグメント間の内部売上高
又は振替高（注１） 2,320 - 883 3,203 25,231 △28,434 - 

計 3,947,584 71,762 450,917 4,470,263 242,733 △28,434 4,684,562

135,728 7,906 28,175 171,809 19,171 4,383 195,363

金融収益 2,163

金融費用 15,752

181,774

（注） １．報告セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基づいています。

　　 　２．セグメント利益又は損失は、要約四半期連結損益計算書における営業利益で表示しています。

 　　　３．セグメント利益又は損失の調整額4,383百万円には、各報告セグメント及び「その他」の区分に配分していない

 　　　　　全社収益・全社費用の純額4,987百万円が含まれています。

　　　東燃ゼネラル石油株式会社との経営統合を主な要因として、「エネルギー」セグメントにおいて、

　　前期末に比べ資産が1,409,599百万円、負債が804,276百万円それぞれ増加し、5,317,516百万円及び

　　3,595,203百万円となりました。

セグメント利益又は
損失(△)（注２）

調整額
（注３）

連結エネルギー 金属
報告セグメン

ト合計

連結エネルギー その他
石油・天然
ガス開発

金属
報告セグメン

ト合計
調整額

（注３）

その他
石油・天然
ガス開発

税引前四半期利益

税引前四半期利益

セグメント利益又は
損失(△)（注２）
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